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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の機能ユニットと、前記複数の機能ユニットを制御する制御部と、表示手段と入力
手段を備えた携帯端末と、を備えた生体試料を分析する自動分析装置において、
　前記機能ユニットは、
　機能ユニットの識別情報を記憶する情報記憶手段と、該識別情報を前記携帯端末に通知
する第１の通信手段とを有し、
　前記携帯端末は、
　該識別情報を受信する第２の通信手段と、受信した識別情報に応じて前記表示手段に表
示する情報を決定し、決定された情報を前記表示手段に表示する表示情報決定手段とを備
え、
　前記制御部は、オペレータＩＤ毎に、オペレータ、管理者、サービス員のいずれかのオ
ペレータ権限が対応付けされたオペレータＩＤとオペレータ権限とを含むオペレータＩＤ
情報を、前記携帯端末に通知する第３の通信手段を備え、前記携帯端末は、該オペレータ
ＩＤ情報を受信する第４の通信手段を備え、
　前記第３の通信手段は、該オペレータＩＤ情報を前記携帯端末に通知し、
　前記第４の通信手段は、該オペレータＩＤ情報を受信し、
　前記表示情報決定手段は、前記携帯端末を使用する際に特定されたオペレータＩＤと前
記第４の通信手段で受信した該オペレータＩＤ情報から決定された前記オペレータ権限と
、該識別情報と、前記制御部のアラーム情報と、前記制御部の動作ステータス情報と、に
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応じて前記表示手段に表示する情報を決定し、決定された情報を前記表示手段に表示する
ことを特徴とする自動分析装置。
【請求項２】
　請求項１記載の自動分析装置において、
　前記第２の通信手段が、既に受信した該識別情報と異なる新たな識別情報を受信した場
合、
　前記表示情報決定手段は、新たな識別情報に応じて前記表示手段に表示する情報を再決
定し、再決定された情報を前記表示手段に表示することを特徴とする自動分析装置。
【請求項３】
　請求項２記載の自動分析装置において、
　前記携帯端末は、前記表示手段の画面をロックする機能を備え、
　前記入力手段により、画面をロックする情報が入力されている場合、かつ前記第２の通
信手段が、既に受信した該識別情報と異なる新たな識別情報を受信した場合、前記表示情
報決定手段は、前記表示手段に表示する情報を再決定しないことを特徴とする自動分析装
置。
【請求項４】
　請求項１記載の自動分析装置において、
　前記第２の通信手段が、所定の時間内に複数の該識別情報を受信した場合、
　前記表示情報決定手段は、該複数の識別情報の夫々に応じた情報のいずれを表示するか
の表示候補を表示し、該表示候補の中から前記入力手段により選択された識別情報に応じ
た情報を前記表示手段に表示することを特徴とする自動分析装置。
【請求項５】
　請求項１記載の自動分析装置において、
　さらに、前記制御部は、前記機能ユニットのシリアル番号を記憶する第２の情報記憶手
段を備え、前記携帯端末は、該シリアル番号を記憶する第３の情報記憶手段を備え、
　前記第３の通信手段は、該シリアル番号を前記第４の通信手段に通知し、
　前記第４の通信手段が受信した該シリアル番号が、前記第３の情報記憶手段に記憶され
ているシリアル番号と異なる場合、前記第３の情報記憶手段は、該シリアル番号に対応す
る機能ユニットが交換されたという情報を記憶することを特徴とする自動分析装置。
【請求項６】
　請求項１記載の自動分析装置において、
　前記携帯端末に、取扱説明書の電子データが格納され、
　前記第１の通信手段は、該オペレータＩＤ情報を前記携帯端末に通知し、
　前記表示情報決定手段は、該オペレータＩＤ情報と該識別情報に応じて、該取扱説明書
の電子データ内の表示ページを決定し、決定された表示ページを前記表示手段に表示する
ことを特徴とする自動分析装置。
【請求項７】
　請求項１～６のいずれかに記載の自動分析装置において、
　前記複数の機能ユニットは、検体サンプリングユニット、試薬サンプリングユニット、
試薬ディスクユニットを含み、
　前記検体サンプルユニット、前記試薬サンプリングユニット、前記試薬ディスクユニッ
ト毎に該識別情報が割り当てられ、
　前記表示情報決定手段は、前記オペレータ権限と割り当てられた該識別情報と前記制御
部のアラーム情報と前記制御部の動作ステータス情報とに応じて前記表示手段に表示する
情報を決定し、決定された情報を前記表示手段に表示することを特徴とする自動分析装置
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、血液、尿などの生体試料の分析、分析のための前処理、後処理などを行う自
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動分析装置、試料前後処理装置などの臨床検査で用いる自動分析装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　臨床検査で用いる自動分析装置は、ランニングコストの低減が求められている。ランニ
ングコストの低減を図る手段には、消耗品の無駄を省く、人件費の削減を図るなどあるが
、自動分析装置の稼働率を向上させることも手段の一つである。
【０００３】
　稼働率の向上を図るためには、メンテナンス時間を短縮する、障害発生時の迅速を迅速
に行うことが必要である。
【０００４】
　自動分析装置のメンテナンスは通常、（１）自動分析装置を操作するオペレータが行う
試薬交換、洗浄液交換などの消耗品管理、（２）自動分析装置メーカによる専門の教育を
受講し高度なメンテナンス技術を持つ管理者が行う管理や、（３）保守業のサービス員が
行う定期メンテナンスなどがある。
【０００５】
　例えば、オペレータが行う試薬交換は、次のようなステップで行われる。（１）オペレ
ータは交換すべき試薬の有無を試薬画面を参照することで認識する。（２）交換しなけれ
ばならない試薬がある場合には、試薬交換リストを出力する。（３）試薬リストを持って
試薬庫に行き、リストを参照して該当の試薬ボトルを出庫する。（４）出庫した試薬ボト
ルを試薬交換リストを参照しながら、該当の自動分析装置の試薬ディスクにセットする作
業を行う。
【０００６】
　試薬ディスクに試薬ボトルをセットする作業は、取扱説明書に記載されており、オペレ
ータが不慣れな場合には取扱説明書を試薬ディスクの側に置いて参照しながら作業を行わ
なければならない。
【０００７】
　オペレータが交換すべき試薬ボトルを認知するためには、自動分析装置のそばに移動し
て試薬管理画面を参照しなければならない。移動時間の無駄と画面操作の煩雑な作業が必
要となる。
【０００８】
　オペレータが交換する試薬ボトルを準備する、自動分析装置にセットするためには、試
薬リストを印刷するか、紙にメモを取らなければならず効率が悪く、紙も消費してしまう
。
【０００９】
　この試薬交換の作業を早く正確に行うために、特許文献１では自動分析装置に識別情報
を備え情報表示端末に試薬情報を表示させる技術を開示している。
【００１０】
　自動分析装置のメンテナンス作業は多様な種類がある。前記複数の作業は毎日実施する
作業、週次、月次で実施する作業、障害が発生した時に行う作業がある。特に、月次作業
や障害が発生した時に行う作業をオペレータが熟知していない場合が多く、取扱説明書を
参照しなければならない場合が多い。
【００１１】
　取扱説明書を見ながら作業を行う場合、必ずしも取扱説明書を設置するスペースが確保
されていない場合があるため、取扱説明書を読んでから、作業領域に移動し作業を行う、
また取扱説明書を読むという作業を繰り返さなければならない場合もある。メンテナンス
作業が効率的でなく、時間も多く要してしまう場合がある。
【００１２】
　保守業のサービス員は保守作業手順書に従い作業を行わなければならない。保守作業手
順書は前述の取扱説明書と同じように、保守作業手順書を設置するスペースが確保できな
い場合があるため、保守作業手順書を読んでから、作業領域に移動し作業を行う、また保
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守作業手順書を読むという作業を繰り返さなければならない。メンテナンス作業が効率的
でなく、時間も多く要してしまう。
【００１３】
　自動分析装置は障害の発生時をアラーム音と画面表示でオペレータや管理者に通知する
。しかしながら、通常オペレータや管理者は自動分析装置の運用を専任で行っていないた
め、アラーム音を認知できる範囲や、画面が見える場所で業務を行っているとは限らない
。そのため、アラームの発生を即座に認知することができない場合がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１４】
【特許文献１】特開２０１１－１１２５２４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１５】
　特許文献１では、情報表示端末と自動分析装置は識別情報を使用して試薬の情報を表示
することで試薬交換を早く、正確に行う手段を提供している。この手段を活用すれば、情
報表示端末に試薬の情報だけでなく、例えば、取扱説明書を表示することも検討できる。
【００１６】
　しかし、自動分析装置の取扱説明書は膨大であり、何冊にも分割されており、オペレー
タが参照したい箇所を検索するためには、目次を表示し該当の箇所を表示させる、キーワ
ードで検索する方式などがある。これらはいずれも、目的の箇所を参照するために複数の
操作ステップを必要とするため、煩雑である。
【００１７】
　また、試薬ディスクに関連する処置を行う場合、オペレータ、管理者等の役割によって
取扱説明書の参照すべき場所が異なる。
【００１８】
　例えば、試薬ディスクの側で作業を行う場合を例とする。オペレータが試薬ディスクの
側で作業を行う場合は、試薬の残量情報、交換すべき試薬ボトルの情報、取扱説明書の試
薬交換の箇所の情報を求める。
【００１９】
　自動分析装置の管理者が試薬ディスクの側で作業を行う場合は、試薬プローブの交換時
期かどうか、取扱説明書の試薬プローブのメンテナンスの箇所の情報を求める。
【００２０】
　サービス員が試薬ディスクの側で作業を行う場合は、試薬プローブの位置調整ツールの
画面、保守作業手順書の試薬プローブ位置の調整手順書の箇所の情報を求める。
【００２１】
　また、オペレータ、管理者及びサービス員が求める情報は自動分析装置の装置ステータ
ス状態によっても変わってくる。
【００２２】
　例えば、自動分析装置がオペレーション状態の時、オペレータは試薬交換を行うことが
できない。オペレータは試薬交換の準備のために、試薬ボトルに入っている試薬の残量あ
るいは、交換すべき試薬ボトルの有無を知りたい。さらに、いつ試薬交換を行えるスタン
バイ状態に自動分析装置が遷移するのかを知るために、目安となる分析終了時刻を知りた
い。
【００２３】
　自動分析装置がスタンバイ状態に遷移した時、オペレータは準備した試薬ボトルを自動
分析装置にセットするために、交換すべき試薬ボトルがある分析モジュール、試薬ディス
ク、試薬ボトルの情報を知りたい。
【００２４】
　また、障害が発生し時、オペレータは障害が発生した場所を特定するとともに、その障
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害から自動分析装置を回復させるための手順を知りたい。
【００２５】
　つまり、オペレータが知りたい情報は自動分析装置の部位、好ましくはオペレータの権
限、好ましくはアラームの種類によって異なっている。その結果、情報を知るために、画
面の選択を繰り返し目的の情報にアクセスする。そして、作業を行うために、該当の取扱
説明書ページを検索して表示させなければならない。
【００２６】
　このような、煩雑な作業の簡易化と情報へのアクセスを容易にすることでメンテナンス
の時間を短縮できる。
【００２７】
　本発明の目的は、携帯端末を用いて、利用者の権限等から利用者に最適な情報を画面に
表示することで、自動分析装置のメンテナンス作業の効率と、障害発生時の復旧時間短縮
を図り、稼働率の向上を実現することである。
【課題を解決するための手段】
【００２８】
　本発明は、上記目的を達成するために、次のように構成される。
【００２９】
　血液、尿などの生体試料の分析、分析のための前処理、後処理などを行う自動分析装置
、試料前後処理装置などの臨床検査で用いる自動分析装置において、自動分析装置は制御
部と複数の機能ユニットと１台以上の携帯端末で構成される。そして、本発明は、複数の
機能ユニットと、複数の機能ユニットを制御する制御部と、表示手段と入力手段を備えた
携帯端末と、を備えた生体試料を分析する自動分析装置において、機能ユニットは、機能
ユニットの識別情報を記憶する情報記憶手段と、該識別情報を携帯端末に通知する第１の
通信手段とを有し、携帯端末は、該識別情報を受信する第２の通信手段と、受信した識別
情報に応じて表示手段に表示する情報を決定し、決定された情報を表示手段に表示する表
示情報決定手段とを有する、自動分析装置である。
【００３０】
　ここで、識別情報は、投入ユニット、検体搬送ユニット、ＩＳＥユニット、検体サンプ
リングユニット、試薬サンプリングユニット、試薬ディスクユニット、試薬搬送ユニット
、分注ユニット、開栓ユニット、閉栓ユニット、バーコード貼り付けユニットのような機
能単位のユニットの他に、シリンジ機構、分注機構のような機能ユニットや、ユニットを
構成している部品、例えば、光源ランプ、ＩＳＥ電極、反応セル、検体ラック、試薬ボト
ルのような消耗品が備えてもよい。本発明は、必ずしも上記すべてのユニットを含むこと
を意図せず、上記のいずれかのユニットの組合せでも良い。但し、使用形態にも依存する
が、検体サンプリングユニット、試薬サンプリングユニット、試薬ディスクユニットのよ
うなメンテナンスなどの作業頻度が多いユニットを必須の構成とすることが望ましい。
【００３１】
　識別手段はＲＦＩＤ（Radio Frequency Identification）のような無線通信手段を備え
た媒体であることが望ましいが、携帯端末が識別手段を認識できるものであればよく、一
次元バーコード、二次元バーコードでも可能である。
【００３２】
　識別手段がＲＦＩＤの場合には、他の機能ユニットとの誤認識を防ぐために通信距離が
１０センチメートル以下であることが望ましい。
【００３３】
　バーコードを使用する場合には、携帯端末には識別手段との通信手段の代わりにバーコ
ード読み取り機能があればよい。
【００３４】
　携帯端末は、各ユニットの識別手段との通信手段と、制御部との通信手段の２種類の通
信手段を備える。
【００３５】
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　携帯端末は制御部との通信手段を用い、制御部から自動分析装置の機能ユニットの構成
情報、検体の検査依頼情報、検体の検査結果情報、試薬残量情報、メンテナンス記録情報
、精度管理情報、キャリブレーション情報、装置ステータス状態、アラーム情報、オペレ
ータＩＤ情報を必要に応じて取得する。
【００３６】
　好ましくは、携帯端末は自動分析装置の取扱説明書を携帯端末の情報記憶手段に備えて
もよい。
【００３７】
　各ユニットの通信手段は、機能ユニットの識別情報を携帯端末に通知する。
【００３８】
　携帯端末は、識別手段から受信した機能ユニットの識別情報から表示情報決定手段を用
いて、携帯端末の画面に表示する情報を決定し、表示手段を用いて当該情報の表示を行う
。
【００３９】
　好ましくは、携帯端末は、受信した機能ユニットの識別情報と、制御部から受信したオ
ペレータＩＤ情報を基に、表示情報決定手段を用いて、画面に表示する情報を決定し、表
示手段を用いて表示を行う。
【００４０】
　好ましくは、携帯端末は、受信した機能ユニットの識別情報と、制御部から受信したア
ラーム情報を基に、表示情報決定手段を用いて、画面に表示する情報を決定し、表示手段
を用いて表示を行う。
【００４１】
　好ましくは、携帯端末は、受信した機能ユニットの識別情報と、制御部から受信した動
作ステータス情報と、オペレータＩＤ情報を基に、表示情報決定手段を用いて、画面に表
示する情報を決定し、表示手段を用いて表示を行う。
【００４２】
　好ましくは、携帯端末は、受信した機能ユニットの識別情報と、制御部から受信した自
動分析装置の構成情報、検体の検査依頼情報、検体の検査結果情報、試薬残量情報、メン
テナンス記録情報、精度管理情報、キャリブレーション情報、ユニット情報、装置ステー
タス状態、アラーム情報、オペレータＩＤ情報を使用して表示情報決定手段を用いて、画
面に表示する情報を決定し、表示手段を用いて表示を行う。上記の利用する情報は、必ず
しもすべてではなく、表示情報決定手段は、いずれかの組合せの情報に応じて、表示画面
に表示する情報を決定し、表示手段を用いて表示を行ってもよい。
【００４３】
　好ましくは、携帯端末は受信済みの識別手段とは異なる識別手段からの機能ユニットの
識別情報を受信した場合には、携帯端末は、新たな機能ユニットの識別情報を使用して再
度、表示情報決定手段を用いて、新たに画面に表示する情報を決定し、表示手段を用いて
表示を行う。
【００４４】
　好ましくは、携帯端末は、表示手段の画面をロックする機能を備え、携帯端末の入力手
段により、画面をロックする情報が入力されている場合、かつ受信済みの識別手段とは異
なる識別手段からの機能ユニットの識別情報を受信した場合には、再度表示情報決定手段
は、画面を更新することなく、既に決定され表示している情報を表示手段に継続して表示
する。
【００４５】
　好ましくは、所定の時間内で複数の識別手段から機能ユニットの識別情報を受信した場
合には、表示情報決定手段は受信した複数の機能ユニットの識別情報を使用して、複数の
識別情報の夫々に応じた情報のいずれかを表示するかの表示候補を表示し、表示候補の中
から入力手段により選択された識別情報に応じた情報を表示手段を用いて表示を行う。
【００４６】
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　好ましくは、自動分析装置は、機能ユニットのシリアル番号を記憶する情報記憶手段と
、機能ユニットのシリアル番号を携帯端末に通知する通信手段と、を備え、携帯端末は、
機能ユニットのシリアル番号情報を受信する通信手段と、前記受信したシリアル番号を制
御部に通知する通信手段を有し、制御部は、携帯端末からの機能ユニットのシリアル番号
を受信する通信手段を有し、受信した機能ユニットシリアル番号が既に登録されていた機
能ユニットのシリアル番号と異なる場合、機能ユニットが交換されたという情報を記憶す
ることを特徴とした自動分析装置である。
【発明の効果】
【００４７】
　本発明は、以上に説明した構成となっており、次のような効果がある。
【００４８】
　自動分析装置の機能ユニット、消耗品を認識し、自動分析装置の装置ステータスと利用
しているオペレータのＩＤを取得し、組合せることによりオペレータＩＤごとに最適な画
面を自動的に表示することできる。その結果オペレーションの煩雑さを軽減することがで
きる。
【００４９】
　オペレーションの煩雑さを軽減することができるため、人為的なミスを軽減することが
できる。
【００５０】
　オペレーションの煩雑さを軽減することができるため、オペレータの作業効率が向上す
る。
【００５１】
　また、障害発生時にオペレータ、管理者、サービス員が携帯端末を障害発生部位に近づ
けることで、アラームコードと障害部位から障害からの回復方法が記載された取扱説明書
を表示することで、障害からの復旧時間を短縮することができる。
【図面の簡単な説明】
【００５２】
【図１】本発明の一実施例である自動分析装置の構成を示す概略図である。
【図２】本発明の一実施例であるは自動分析装置の自動分析装置の機能ユニットの構成情
報の管理テーブルの情報構造図である。
【図３】本発明の一実施例である自動分析装置の機能ユニット表示情報設定画面図である
。
【図４】本発明の一実施例である自動分析装置の電子取扱説明書である。
【図５】本発明の一実施例であるオペレータＩＤ情報図である。
【図６】本発明の一実施例である表示情報管理テーブル情報図である。
【発明を実施するための形態】
【００５３】
　本発明を用いて、自動分析装置１００の機能ユニットごとに最適な取扱説明書の該当項
を表示させる場合の実施例を示す。
【００５４】
　図１は、本発明による自動分析装置１００の一実施例の概略構成図であり、制御部１１
０と機能ユニット１２０、１２１、１２２、１２３、１２４、１２５、１２６と携帯端末
１３０を備えている。制御部１１０と機能ユニット１２０～１２６はローカルエリアネッ
トワーク１４０で接続されている。
【００５５】
　制御部１１０は表示装置上に情報を表示する表示手段１１１と、キーボード、マウス、
あるいはタッチパネルを用いた入力手段１１２と、携帯端末１３０との通信手段１１３を
備えている。
【００５６】
　機能ユニット１２０、１２１、１２２、１２３、１２４、１２５、１２６は各々識別手
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段１２７を有し、識別手段１２７は情報記憶手段１２８と携帯端末１３０との通信手段１
２９を備えている。
【００５７】
　携帯端末１３０は表示装置上に情報を表示する表示手段１３４と、キーボード、マウス
、あるいはタッチパネルを用いた入力手段１３５と、情報記憶手段１３３と、制御部１１
０の通信手段１１３との通信手段１３１と、機能ユニット（投入ユニット）１２０が有す
る識別手段１２７の通信手段１２９との通信手段１３２を備えている。なお、各機能ユニ
ット１２０～１２６は、夫々通信手段を備えており、携帯端末の通信手段１３２と通信可
能であるが図１では表示を省略している。
【００５８】
　携帯端末１３０ａ、携帯端末１３０ｂのように携帯端末は複数あってもよい。なお、携
帯端末１３０ａと１３０ｂの構成は携帯端末１３０と同じであるため構成の説明について
は省略する。また、１台の携帯端末で１台以上の自動分析装置を担当してもよい。
【００５９】
　携帯端末１３０と制御部１１０は無線ＬＡＮ１５０で通信を行う。
【００６０】
　携帯端末１３０と識別手段１２７は近距離の無線通信１６０を行う。
【００６１】
　携帯端末１３０は通信手段１３１を用い、制御部１１０の通信手段１１３に情報取得要
求を行い、情報記憶手段１１４に格納されている、自動分析装置の機能ユニットの構成情
報、オペレータＩＤ情報、装置ステータス情報、アラーム情報を取得し、情報記憶手段１
３３に格納する。
【００６２】
　表示情報決定手段は、識別手段から得られた識別情報に応じて、表示手段１３４に表示
する情報を決定し、決定された情報を表示手段１３４に表示する機能を備えている。
【００６３】
　自動分析装置の検体の分析手法については、公知のため詳細な説明は省略するが、投入
ユニットから投入された分析対象となる検体は、検体搬送ユニット、ＩＳＥユニット、検
体サンプリングユニットを通過し、ＩＳＥによる分析、試薬を用いた分析により、検体は
分析される。一般的には、検査項目に応じた試薬と検体とを混合し、混合液の吸光度を測
定することで、検体の所定項目の成分濃度を分析することが知られており、本発明に係る
、自動分析装置でも同様の検査が可能である。
【００６４】
　自動分析装置の機能ユニットの構成情報の例を図２に示す。機能ユニットの構成情報は
、例えば、識別情報２０１、機能ユニット名称２０２、機能ユニットのシリアル番号２０
３、機能ユニットのメンテナンスを行ったメンテナンス日時２０４で構成され、情報記憶
手段１３３に記憶されている。
【００６５】
　図２に示すとおり、機能ユニットごとに識別情報が割り振られており、携帯端末は、各
ユニットの通信手段を介して、識別情報を得ることで、どの機能ユニットと通信している
のかを識別できる。情報記憶手段１３３に予め識別情報と表示すべき情報との対応関係が
記憶されており、表示情報決定手段は、この対応関係を用いて、受信した識別情報に対応
する表示対象となる情報を決定し、表示手段１３４に表示する。
【００６６】
　また、図２に示すようにシリアル番号が含まれている場合には、当該構成情報は、制御
部に含まれている情報記憶手段１１４と、携帯端末の情報記憶手段１３３とで共有されて
いる。各機能ユニットごとに決まったシリアル番号の管理は制御部で行っており、機能ユ
ニットが交換された場合には、情報記憶手段１１４にシリアル情報も更新されて記憶され
る。携帯端末と制御部の、通信手段１１３、１３１により通信が行われた際に、このシリ
アル番号の情報も伝達される。携帯端末の情報記憶手段に記憶されているシリアル番号と
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、新たに受信したシリアル番号とを、表示情報決定手段は、比較を行い、記憶されている
シリアル番号と異なるシリアル番号であった場合には、情報記憶手段１３３は、シリアル
番号に対応する機能ユニットが交換されたという情報を記憶する。この記憶された交換情
報は、携帯端末の表示手段で携帯端末を所持したオペレータ、管理者、サービス員等が確
認できる。このように携帯端末を用いて、機能ユニットが交換された情報を得ることもで
きる。
【００６７】
　また、メンテナンス日時２０４を構成情報とし、機能ユニットの通信手段と通信した日
時をメンテナンス日時として記憶することで、過去いつ機能ユニットと通信したか、もし
くはメンテナンスしたかを、携帯端末を所持したオペレータが、確認することができる。
【００６８】
　次に、オペレータＩＤ情報を図５に示す。オペレータＩＤ情報はオペレータＩＤ５０１
、パスワード５０２、オペレータ名称５０３、オペレータ権限５０４で構成される。
【００６９】
　オペレータ権限５０４はオペレータが自動分析装置１００の制御部１１０の表示手段１
１１で参照できる範囲を制限するために用いられる。また入力手段１１２の入力可能な画
面、入力可能なフィールドを制限するために用いられる。
【００７０】
　つまり、オペレータＩＤにより、オペレータ権限が決まり、オペレータＩＤが特定され
ることで、そのオペレータ権限も特定される。既に制御部の情報記憶手段１１４には、こ
のようなオペレータＩＤ情報が記憶されており、このオペレータＩＤ情報は、携帯端末に
通知される。携帯端末のオペレータＩＤは携帯端末を使用する際に特定されているため、
携帯端末が受信したオペレータＩＤ情報と、オペレータＩＤとで、携帯端末の入力手段の
入力可能な画面などを、表示情報決定手段は、決定することができる。このように、携帯
端末側で、オペレータＩＤに応じた、情報を得ることができるために、飛躍的に操作性が
向上する。
【００７１】
　また、携帯端末１３０の情報記憶手段１３３に格納されている電子取扱説明書の電子デ
ータの表示箇所を決定するためにも用いられる。
【００７２】
　次に、電子取扱説明書の例を図４に示す。電子取扱説明書４００は、分冊番号４０１、
分冊内でのページ番号４０２、４０３を保持しており、外部から分冊番号４０１とページ
番号４０２、４０３でアクセスできるようになっている。
【００７３】
　オペレータＩＤが「Operetor１」のオペレータが携帯端末１３０を試薬ディスクユニッ
ト１２６の上部に設置されている識別手段１２８に載せると、通信手段１３２と通信手段
１６０が通信を行い、記憶手段１２８に格納されている識別情報を取り出し、情報記憶手
段１３３に電子取扱説明書を格納する。
【００７４】
　情報記憶手段１３３にユニットの識別情報が格納されたことをトリガーに、表示情報決
定手段１３６は表示手段１３４に表示する情報を決定する。前述のように、オペレータＩ
Ｄの情報と識別情報とを組合せることで、オペレータ権限から携帯端末を所持したオペレ
ータが複数ある分冊のうち、どの分冊のどの箇所の情報を求めているかが、特定できるた
め、オペレータＩＤと識別情報との組合せ情報と、分冊の表示ページとを予め対応付け、
すぐさま携帯端末に表示することで、端末ユーザは取扱説明書から必要な箇所を検索する
時間を省くことができる。
【００７５】
　表示手段１３４に表示する情報は、機能ユニット表示情報設定画面３００によって登録
され、機能ユニット表示情報設定画面３００の例を図３に示す。機能ユニット表示情報設
定画面３００は機能ユニットの識別情報入力域３０１、機能ユニット名称表示域３０２、
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オペレータ、管理者、サービス員ごと、すなわちオペレータ権限ごとにデフォルトで表示
する画面を入力する画面入力域３０３、アラームごと、装置ステータスごとによる表示画
面の入力域３０４、３０５、３０６で構成される。
【００７６】
　デフォルト画面３０３に入力されている値ＤＲ０００１は、モジュール全体を俯瞰する
モジュールオーバービュー画面を示す。
【００７７】
　オペレータの表示画面の入力域３０４に入力されているＡ００１はキャリブレーション
アラームを示し、ＤＭ３００２５はキャリブレーション選択画面を示している。
【００７８】
　オペレータの表示画面の入力域３０４に入力されているＡ９０２は試薬関係のアラーム
を示し、ＯＭ３２３０１は取扱説明書４００の分冊３いろいろな機能の１．キャリブレー
ションの設定ページを表示することを示している。
【００７９】
　オペレータＩＤがサービス員の時にＡ９０２のアラームが発生した場合にはＳＭ１０１
８５が設定されている。ＳＭ１０１８５はサービスマニュアルの１冊目の１８５ページの
キャリブレーションエラーリカバリーのページを表示することを示している。
【００８０】
　機能ユニット表示画面で入力された値は、表示情報設定テーブル６００に登録される。
【００８１】
　このように、設定画面で、オペレータの権限に応じて、アラームと対応する表示情報、
例えば、取扱説明書の表示ページとを対応付けて設定しておき、アラーム情報を制御部か
ら受信することにともない、すぐさま対応する表示ページを携帯端末に表示させることで
、携帯端末を所持したオペレータは、逐一取扱説明書を検索する煩雑さを感じることなく
、求める情報を得ることができる。
【００８２】
　表示情報管理テーブル６００の例を図６に示す。表示情報管理テーブル６００は機能ユ
ニットの識別情報６０１、オペレータ権限６０２、表示コード６０３、画面番号６０４で
構成される。このように、予め機能ユニットの識別情報と、携帯端末に表示させる画面番
号とを、対応付けておくこと、もしくは、機能ユニットの識別情報とオペレータ権限との
組合せと、携帯端末に表示させる画面番号とを、対応付けておくことで、携帯端末が識別
情報を受信、または、識別情報とオペレータ権限とを受信することで、すぐさま携帯端末
に対応付けられた画面を表示させることができる。
【００８３】
　また、この応用として、制御部の動作ステータス情報の欄を図６のテーブルに追加する
ことで、オペレータＩＤ情報と動作ステータス情報と識別情報との組合せから、表示させ
る所定の表示情報を、対応付けておくことができ、携帯端末がこれらの情報を受信するこ
とで、すぐさま携帯端末に、対応付けられた画面を表示させることができる。
【００８４】
　また、別の機能として、携帯端末は、所定の機能ユニットの識別情報を受け、所定の情
報を表示している際に、別の機能ユニットの識別情報を受信した場合には、表示情報決定
手段は、新たな識別情報に応じて、表示手段に表示する情報を再決定し、再決定された情
報を表示手段に表示する。このように、構成することで、すばやく別の機能ユニットのメ
ンテナンス等を実行することができる。
【００８５】
　また、一方で、不用意に別の機能ユニットとの通信することにより、表示手段に別の情
報が表示させることを防ぐため、携帯端末は、表示手段の画面をロックする機能を備えて
いる。予め入力手段を通じて、画面をロックする情報を入力しておくことで、新たな識別
情報を受信しても、画面を更新することなく、既に表示されている画面を継続して表示さ
せることができる。
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【００８６】
　また、携帯端末に識別情報を受信する時間を予め設定しておくことで、設定された時間
内に複数の識別情報の夫々に応じた情報のいずれを表示するかの表示候補を表示し、表示
候補の中から携帯端末の入力手段により選択された識別情報に応じた情報を表示手段に表
示させることもできる。設定時間は適宜変更することができる。このようにすることで、
誤って複数の識別情報を受信した場合であっても、携帯端末を所持したオペレータ、管理
者、サービス員が意図した方の識別情報に応じた情報を、表示情報決定手段は表示するこ
とができる。
【符号の説明】
【００８７】
１００　自動分析装置
１１０　制御部
１２０　機能ユニット
１３０　携帯端末
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